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第６章 地域における男女共同参画の推進

１ 現状と課題

（１）地域における男女共同参画の基盤づくり

男女共同参画社会づくりに関する施策は広範多岐にわたっており、総合的かつ効率的な推進

を図るためには、施策の推進体制を充実させるとともに、定期的に計画の進捗状況を点検し、

施策の見直しを行う必要がある。

県では、副知事を会長とする「宮崎県男女共同参画推進会議」を設置し（前身の「宮崎県婦

人関係行政連絡会議」は昭和 53 年設置）、男女共同参画に関する施策について、関係部局の連

絡調整と総合的な企画・推進を図っている。

【 宮 崎 県 の 推 進 体 制 】

知 事

宮崎県男女共同参画審議会 宮崎県男女共同参画推進会議

会長：副知事

委員：各部長、

危機管理統括監、 女性登用推進員

会計管理者、企業局長 各部総括次長

病院局長、教育長、 病院局次長

警察本部長 教育次長

警務部長

幹 事 会

担 当 者 会

市町村男女共同参画担当課 生活・協働・男女参画課 宮崎県男女共同参画センター

連携

また、県、県民及び事業者が一体となって男女共同参画を総合的かつ計画的に推進するため

の拠りどころとなる「宮崎県男女共同参画推進条例」を平成 15年 4月 1日に施行するとともに、

男女共同参画の推進に係る重要な事項等について調査審議するため、「宮崎県男女共同参画審議

会」を設置している。

また、男女共同参画の推進は、住民の生活に最も密接な関係にある市町村での取組が重要で

あることから、随時必要な情報提供を行うとともに、市町村職員を対象とした研修を実施して

いる。男女共同参画が地域で暮らす人々にとって身近なものとなるよう、市町村における推進
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体制の整備を進めるとともに、地域で活動を行う人材への支援を行う必要がある。

あわせて、県では平成 13年 9月、宮崎県男女共同参画センターを設置し、男女共同参画に関

する情報の提供、啓発、相談、交流事業を実施しているが、利用者のニーズに対応できる推進

拠点として一層の機能の充実を図っていく必要がある。

【宮崎県男女共同参画センター】

所在地：宮崎市宮田町３番４６号（県庁９号館）

電話：0985-32-7591 http://www.mdanjo.or.jp

情報提供 啓 発

男女共同参画に関する図書、ビ 広報啓発誌「ブリリアント」を

デオの貸出しなど情報提供を行 発行するほか、男女共同参画講

うほか、ホームページによる情 座などの開催や市民グループが

報発信をしている。 行う研修会への講師派遣を行っ

ている。

相 談 交 流

相談員による総合相談（電話・ 男女共同参画社会づくりの交流

面接）、弁護士・臨床心理士に 活動やネットワークに取り組む

よる専門相談（面接）及びチャ 民間団体やグループを支援して

レンジ支援専門相談員によるチ いる。

ャレンジ支援相談（電話・面接）

を行っている。

（２）地域づくり、観光、環境の分野における男女共同参画の推進

近年、高齢化、過疎化の進行、地域のつながりの希薄化などに伴い、福祉、環境、防災、防

犯、まちづくり等、住民に直結する様々な課題が顕在化しており、男女が共に地域づくりを担

わないと立ちゆかない状況になっている。

また、最近、その土地ならではの食や文化などを体験する観光に対するニーズが高まってき

ており、地域資源を最大限に活用した観光地づくりを進めるとともに、地域の魅力を最も理解

している地域主導による取組が求められている。

活力ある地域社会を築くために、地域において女性の視点や能力を十分に反映することがで

きるよう、方針決定過程への女性の参画を促進するとともに、地域の生活に密着した課題に対

して男女共同参画の視点から取り組んでいく必要がある。

（３）防災の分野における男女共同参画の推進

近年、各地において、自然災害等の危機事象が多発していることから、地域住民の防災意識

は高まっており、災害発生時に迅速かつ的確に対応するためには、住民・地域・行政が一体と

なって防災に取り組む必要がある。

東日本大震災などの大規模災害の発生時における、避難所運営や避難所において女性専用の
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物干し置き場、更衣室、授乳室の設置など女性に対する配慮が十分でなかったことなど、様々な

課題が生じたところであり、これらの状況を踏まえ、その対策を県地域防災計画に盛り込んだと

ころである。

更に、避難所運営を所管する市町村においては、きめ細やかな男女共同参画の視点を取り入れ

た防災対策を進めるため、防災に関する政策・方針決定過程における女性の参画を促進し、男女共

同参画の視点を取り入れた防災体制の確立も必要である。

【「第２次みやざき男女共同参画プラン」指標の数値目標】

年度 数値 年度 数値 年度 数値

庁内推進会議設置市町村の数 23 14市町村 28 20市町村 25 19市町村
男女共同参画計画策定市町村の数 23 12市町村 28 20市町村 25 14市町村
男女共同参画の推進を活動分野とするＮＰＯ法人数 23 50法人 28 60法人 26 76法人
地域づくりネットワーク協議会加入団体数 22 178団体 26 200団体 25 199団体
自治会長に占める女性の割合 23 3.3% 28 10% 25 3.0%
自主防災組織*率 21 63.5% 28 80% 25 78.4%

指標項目
基準値 目標値 最新の現況値
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２ 施策の実施状況

（１）地域における男女共同参画の基盤づくり

当初予算額（千円）
事 業 名 概 要 課(室)名

平成26年度 平成25年度

男女共同参画調整費 男女共同参画に関する施策について、国・県・市 2,082 2,046 生活・協働・

町村との連絡調整を行い、その総合的な運営を図る。 男女参画課

【宮崎県男女共同参画推進会議】

・目的：男女共同参画に関する施策について関係

部局の連絡調整を行い、その総合的運営

を図る。

・構成：会長 副知事、副会長 総合政策部長

委員 各部長、危機管理統括監

会計管理者、企業局長、

病院局長、教育長、警察本部長

○25年度実績

・H25.6.4 開催

【女性登用推進員会議】

・目的：県の審議会等への女性委員の計画的登用

を推進する。

・構成：各部局総括次長、病院局次長、教育次長、

警務部長

○25年度実績

・H25.5.30 開催

男女共同参画審議会 男女共同参画審議会を設置し、男女共同参画の推 785 849 生活・協働・

等運営事業 進に係る重要事項等の調査審議を行うとともに、男 男女参画課

女共同参画の推進状況に関する報告書を作成・公表

する。

○25年度実績

・H25.7.5、H26.2.13 開催

男女共同参画センタ 宮崎県男女共同参画センターにおいて、男女共同 26,434 25,699 生活・協働・

ー管理運営委託費 参画社会づくりに関する情報提供、啓発、相談、交 男女参画課

流事業を行う。

○25年度実績

①情報提供事業

・図書、ビデオ、DVD、各種資料等の収集整理及
び貸出

・ホームページによる情報発信

②啓発事業

・広報啓発誌の発行 「ブリリアント」年３回

・男女共同参画講座等各種講座の開催 24回

・講師等派遣事業 43回

③相談事業

・総合相談（電話・面接） 1,813件

・専門相談（面接のみ） 81件

④交流事業

・グループ登録の促進及び登録グループ交流会の開催
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当初予算額（千円）
事 業 名 概 要 課(室)名

平成26年度 平成25年度

男女共同参画推進地 地域で男女共同参画の普及啓発に取り組む行政職 1,307 1,619 生活・協働・

域リーダー養成事業 員や実践活動を行うリーダーへの学習機会を計画的、 男女参画課

継続的に提供するとともに、新たに地域で男女共同

参画に取り組む意欲のある人材の掘り起こしを行う。

○25年度実績

①市町村担当職員研修会 １回開催

②男女共同参画地域推進員養成講座（実践編）

場 所：県内2地区（宮崎市・日向市）

受講者：37名

③男女共同参画地域推進員養成講座（基礎編）３回開催

受講者：20名

④男女共同参画地域推進員活動マニュアル作成

理解と共感を広げる あらゆる人に男女共同参画への理解が進むよう、 2,664 2,710 生活・協働・

男女共同参画啓発事 講演会やメディア等を活用した広報・啓発や街頭キ 男女参画課

業 ャンペーン、地域への支援事業を実施し、県全体に

男女共同参画についての理解の浸透を図る。

○25年度実績

①男女共同参画週間にあわせた広報・啓発

・男女共同参画週間フォーラムの開催

②男女共同参画推進のための市町村支援

（新富町、椎葉村、五ヶ瀬町、高原町）

親子いきいき家庭教 家庭教育を支援するための基盤整備や、子どもの ( － ) (3,435) 生涯学習課

育支援推進事業 基本的な生活習慣づくりの全県的な普及・啓発、さ

（再掲） らに家庭における読書活動の推進への取組を通して、

子育て中の保護者に対する家庭教育支援施策を充実

させ、家庭の教育力の向上を図る。

①家庭教育に関する講師派遣事業

25回実施 受講者数1,915名

②青少年を対象にした学習機会の提供

27回実施 受講者数3,781名

③家庭教育支援ボランティア養成講座

県内3箇所で実施 受講者数71名

④家庭教育フォーラム

参加者70名

⑤読書活動推進指導者養成講座

10回実施 受講者数356名

⑥子育て支援センターへの訪問

7町村9施設施設を訪問
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当初予算額（千円）

事 業 名 概 要 課(室)名

平成26年度 平成25年度

地域ぐるみの「子育 親子のふれあい・絆づくりや「早寝早起き朝ご飯」 2,927 － 生涯学習課

て・親育ち」応援事 運動等の地域ぐるみの取組、さらに、父親、祖父母

業 等を含めた「親としての学び」の充実を通して、地

（再掲） 域全体で家庭教育を支える環境づくりを推進し、家

庭や地域の教育力の向上を図る。

①親子のふれあい・絆づくりの推進

・地域の人たちとの交流を通した親子の絆づく

り

・イクメン・イクジイ等の家庭教育への参加推

進

②子どもの生活習慣づくり運動の推進

・早寝早起き朝ご飯、あいさつ等の習慣化

・親子の生活リズム向上

③みやざき家庭教育サポートプログラムを活用し

た講座の推進

・チーフトレーナー研修会の実施

・トレーナー養成講座の実施

・みやざき家庭教育サポートプログラムによる

講座の実施

（２）地域づくり、観光、環境の分野における男女共同参画の推進

当初予算額（千円）
事 業 名 概 要 課(室)名

平成26年度 平成25年度

「宮崎県地域づくり 地域づくり団体の自主的・主体的な活動を促進す 3,000 3,000 中山間・地域

ネットワーク協議 ることを目的とした地域づくりネットワーク協議会 政策課

会」への助成 への助成を行い、情報提供や人材の育成、地域づく

り団体間の連携・交流促進を通して地域の活性化を

図る。

○25年度実績

・地域づくり団体研修交流会の開催 1回

参加者：53名

・地域づくりリーダー養成塾の開催 4日間

塾 生：13名

・地域ブロック会議の開催 6地域

人権啓発活動協働推 人権に関する啓発事業の企画を募集し、ＮＰＯ法 (2,304) (1,555) 人権同和対策

進事業（再掲） 人等との協働により効果的な啓発を行う。 課

○25年度実績

３団体に委託

ＮＰＯ活動支援セン ＮＰＯ法人設立のための相談や法人化後のマネジ 5,000 5,000 生活・協働・

ター助成事業 メント支援を行うＮＰＯ法人に対し助成をすること 男女参画課

により、ＮＰＯ活動の活性化を図った。

○25年度実績

①ＮＰＯ法人設立相談、運営等の相談業務（通年）

②中間支援組織間の会議（年2回）

女性部活動推進費 商工会等に設置されている女性部の組織強化、活 1,800 2,600 商工政策課

動の推進を図る。

○25年度実績

・補助商工会等数 2
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当初予算額（千円）

事 業 名 概 要 課(室)名

平成26年度 平成25年度

環境保全アドバイザ 市町村、民間団体、学校等が開催する講演会、研 918 918 環境森林課

ー派遣事業 修会、講習会等に県内在住の様々な環境分野の専門

家を講師として無料で派遣する。

○25年度実績

派遣回数100回（男性51回、女性49回）

※登録数105名（男性82名、女性23名）

地球温暖化防止活動 地球温暖化防止活動推進員が地域において、温暖 ＊ ＊ 環境森林課

推進員による温暖化 化防止に関する研修会の開催などの普及・啓発活動

対策推進事業 を行い、地域、家庭での温暖化防止の推進を図る。

○25年度実績

推進員 72名（女性37名、男性35名）

（注）「＊」は予算額が明確に区分できないもの又は予算を伴わないもの

（３）防災の分野における男女共同参画の推進

当初予算額（千円）
事 業 名 概 要 課(室)名

平成26年度 平成25年度

県民防災力向上事業 自主防災組織や自治会組織等の中核となる防災リ 8,783 8,539 危機管理課

ーダーや防災士の育成を行う。

○25年度実績

自主防災組織率 78.4%（ただし、H24年度実績）
防災士資格取得試験合格者793名（うち女性138名）

ふるさと消防団 県消防協会と一体となって女性消防団員の育成を 617 400 消防保安課

活性化支援事業 推進する。

○25年度実績

女性消防団員数299人（全団員数：15,079人）

地域消防防災活動支 消防団の活性化と団員確保のため、女性団員の活 450 － 消防保安課

援事業 動に必要な資機材の整備を支援し、女性団員の加入

促進とともに、各種団体との連携を推進し、地域防

災体制の充実・強化を図る。
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３ 今後の取組

（１）地域における男女共同参画の基盤づくり

総合政策部では、市町村に対して、担当部局の充実など推進体制の整備や男女共同参画計画

の策定等について働きかけを行うとともに、市町村の男女共同参画社会づくりを支援するため

の情報提供及び市町村職員を対象とした研修を行う。

また、地域で男女共同参画の推進役となる新たな人材の育成を行うとともに、市町村と地域

のリーダーとの連携を強化し、地域の課題解決につながる実践的活動を支援する。

県男女共同参画センターにおいては、男女共同参画の学習機会の提供や活動支援を行うほか、

男女共同参画社会に関して自主的活動を行っている団体・グループの活動やネットワークづく

りについて支援を図っていく。

教育委員会では、地域において男女共同参画推進に取り組んでいる婦人会の活動の活性化を

図っていく。

（２）地域づくり、観光、環境の分野における男女共同参画の推進

総合政策部では、地域活動における運営・方針決定の場への女性の参画が進むよう、広報・

啓発や情報提供に取り組む。

また、男女を問わず地域住民の地域づくり活動への参画を推進するとともに、各地域で行わ

れている地域づくり活動についての情報提供や地域づくり団体間の相互連携強化、地域づくり

リーダーの育成等に積極的に取り組み、地域の活性化を図っていく。

環境森林部では、県民一人ひとりが環境に配慮したライフスタイルへの転換を図り、地域や

家庭において環境保全活動に積極的に取り組む必要があることから、環境保全に関する女性の

豊かな知識や経験をより幅広い機会に活用するなど、環境分野における男女の共同参画を推進

していく。

商工観光労働部では、男女を問わず地域住民と行政とが協働して行う観光資源の発掘や磨き

上げの取組を促進し、魅力ある観光地づくりを進めていく。

（３）防災の分野における男女共同参画の推進

総務部では、防災・災害対策における男女のニーズの違いに配慮して、男女共同参画の視点

を取り入れた防災対策の整備を進める。


